
　１．はじめに

　少子高齢化の進行や地方財政の逼迫、また地方分

権推進の必要性等が叫ばれる中で、「平成の大合併」

がかなりのスピードで行われてきた。これは市町村

合併を行うことにより、各自治体の行政サービスの

効率化と費用削減が図られることを目指したもので

あり、「市町村の合併の特例に関する法律」（合併特

例法）の優遇措置が２００４年度末（平成１７年３月３１日）

で切れるということもあって、全国で非常に多くの

市町村合併が行われてきたことによるものである１）。

　しかし、今回の市町村合併は、合併の期限（財政
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　本研究では、市町村合併の前段階における公共交通計画の策定の有無について、全国の

法定合併協議会を対象にアンケート調査を実施した。調査結果から、次のことが明らかと

なった。�合併前に、公共交通計画について協議している協議会は少なく、「現状維持」

あるいは「現状維持後に変更」を予定してる市町村が多い。�公共交通に関する計画の内

容は合併する市町村の数と合併の形態によって異なる。�「コミュニティバス」ならびに

「デマンドバス」の運行計画については、合併する市町村の数が多いほど、「現状維持」の

傾向が強く、「路線バス」についてはほとんど変化がない。
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的優遇措置の期限）が切られており、合併しようと

する市町村は短期間で合併に向けた議論をしなけれ

ばならない。そのため「合併すること」そのものが

目的となってしまい、本来地域住民にとって身近な

問題である「合併後のまちづくりの計画」について

は、ほとんど議論さなれないまま合併しているよう

に見受けられる２）。すなわち、合併の協議を進め

る合併協議会においては、新しい市町の名称や本庁

舎の場所をどこにするのか、また合併の時期をいつ

にするのか、財政の仕組みや議会制度（議員定数）を

どうするのかなど、市町村合併そのものについての

議論に終始し、市町村合併後の将来像（どのような

まちづくりを進めるのか、どのような方向に進むべ

きかなど）に関する議論が十分に行われていないケ

ースが多々見られた。本研究で扱う地域生活交通

（公共交通）に関する議論も例外ではなく、乗合バス

事業に関する規制緩和の影響もあり、地域生活交通

に関する政策は市町村合併後における非常に重要な

検討課題といえるが、議論が進んでいないのが実情

である。

　本研究では、合併後における地域生活交通のあり

方を考える上で重要な全国の法定合併協議会におけ

る公共交通計画策定に関する現状を把握し、その課

題を明らかにすることを目的とする。

　まず、これまでの市町村合併の全国推移を明らか

にし、今後の市町村合併の動向を見極める。次に、

これまでに行われてきた市町村合併に関する既存研

究を整理するとともに、交通問題を扱った既存研究

の課題を明らかにする。そして、平成１６年度に当研

究室（金沢大学工学部土木建設工学科、交通まちづ

くり研究室）で実施した全国の法定合併協議会に対

するアンケート調査の結果を用いて、合併前におけ

る各自治体の地域生活交通に関する取組状況を明ら

かにする。そして、その結果を基に合併市町村が抱

える地域生活交通（公共交通）に関する今後の課題を

明らかにしたい。

　２．これまでの市町村合併の推移と既存研究の

　　　整理

　２－１　市町村合併の推移とその背景

　わが国における市町村合併の歴史は古く、これま

で「明治の大合併」「昭和の大合併」「平成の大合

併」と大きく３段階で行われてきた。明治２１年から

明治２２年にかけて行われた明治の大合併では、市町

村数が約５分の１（明治２１年：７１，３１４、明治２２年：

１５，８５９）にまで減少し、昭和２８年から昭和３６年にか

けて行われた昭和の大合併では、市町村数が約３分

の１（昭和２８年１０月：９，８６８、昭和３６年６月：３，４７３）

にまで減少した３）。

　また、現在進行している平成の大合併でも、平成

１１年３月３１日現在３，２３２（市：６７０、町：１９９４、村：

５６８）あった市町村が平成１８年３月３１日には、１，８２１

（市：７７７、町：８４６、村：１９８）にまで減少し、平成

２０年１月１日までには１，７９９（市：７８２、町：８２２、

村：１９５）にまで減少する予定である４）。

　前述のように地方分権が叫ばれる中で、地方自治

体への税源移譲と国庫補助金の削減が進み、地域の

実情に応じた弾力的な財政運用が可能となる一方で、

少子高齢化への対応や各地方自治体の財政基盤の強

化が求められている。今回の全国的な市町村合併は、

各自治体の行政サービスの効率化と経費削減を目指

したものであり、合併自治体においては合併による

スケールメリットを最大限に活かす工夫が必要とな

る。具体的には、�合併することにより財政規模が

拡大するので、それを活用した質の高い施設整備が

必要となる。また、�重要な政策に対して重点的な

投資が可能となる。また、�高度な技能を持つ専門

職員の採用ができるようになるので、それらの職員

に長期戦略的なまちづくりを担当させることもでき

るようになる。もちろん、合併することにより、�

行政サービスの広域的な連携が円滑に進めやすくな

るので、行政サービスの効率化と経費削減が可能と

なる１）。

　しかし、その一方で、�重点的な投資により、集

中投資される地域と投資が行われない地域の地域格

差が拡大する懸念が生ずること、�地域住民の公平

性の観点から行政サービスならびにその負担割合の

見直しが必要となるが、合併後の急激な見直しに対

しては、地域的な調整が困難で、当面は現状維持と

なる場合が多いことなどが懸念されている。さらに、

�合併により市町区域が広域化する（行政庁舎など

の公共施設までの距離が遠くなる）ことにより、行

政サービスが受けにくくなる地域が生ずることが懸

念されている１）。

　このように、合併後の行政サービス（医療・福祉・

教育・文化・体育・余暇など）の地域格差を是正す

るためには、広域化した市町区域を一体化すること

が必要不可欠であり、マイカー利用が困難な地域住

民にとっては、地域生活交通（区域内の主要な移動

交通手段である公共交通）のあり方を検討すること
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は非常に重要なことと考えられる。

　２－２　市町村合併に関する既存研究の整理

　上述のように、合併市町村はさまざまな課題を抱

えており、その現状や課題についても、これまで数

多くの研究報告がなされている。ここでは、これま

でに行われてきた既存研究を整理するとともに、交

通問題をテーマとした研究課題（地域生活交通の課

題）と本研究の位置づけを明らかにする。

　これまでの既存研究を研究内容と合併市町村の数

で整理すると Table 1 のようにまとめることができる。

研究対象の内容はさまざまであり、①合併後の新市

町の名称や新庁舎の立地位置について検討したも

の１１，１４，１６）、②都市計画制度や都市計画の変更等

に関して検討したもの６，８～１０，１２，１５，１８，３５）、③公

共施設（学校・福祉）の統廃合や各種事業運営・産業

連携について検討したもの５，１７，２０～２２，３１）、④行

財政問題について検討したもの１，７，２３）、⑤交通問

題全般について検討したもの２，１３，２４～２６，２９，３０，３２

～３４，３６～３８）など、多種多様である。これらの既存研

究の中で、①については地域のアイデンティティの

問題と地域住民の利便性や地域の発展可能性と行政

システムの効率性の問題に関連した研究であり、②

については市町村合併によって生ずる都市計画制度

の課題（広域土地利用計画のあり方）や都市計画区

域における規制・誘導の地域間格差と不連続性の問

題に焦点を当てた研究である。もちろん、市町村合

併の主要な目的である「行政システムの効率化（学

校や福祉施設の統廃合や最適配置計画の評価など）」

と「財政基盤の強化」に関する③や④の既存研究も

いくつか見られる。

　また、対象とする合併市町村の数もさまざまであ

り、一つの合併市町村を対象に事例研究的にまとめ

たものや、それほど多くはないが、複数の合併市町

村を対象に比較検討したもの、また全国の合併市町

村を対象に整理したものなど、多彩である。市町村

合併の課題を検討するための理論モデルのみを提案

したもの７）もある。また、海外の合併事例を紹介し

た研究１９）もある。

　ここで、交通問題に関する既存研究をさらに分類

して整理すると合併後の道路整備の必要性を示した

もの３７，３８）や合併後の道路標識のあり方を論じたも

の２５）、また現状における交通流動（通勤・通学交

通）の強さから地域間の関連性の強さを求め、生活

圏としての一体性から市町村合併の組み合わせを論

じた研究３０，３２，３３）などさまざまである。そして、

さらに今回取り上げている市町村合併に伴う生活交

通（公共交通）の実態やあり方をテーマとしている研

究２，２４，２６～２９，３４，３６）も多く見られる。これらの研

究の中で、本研究との関連性が強い研究として、高

野・宮内２７）は北海道と香川県の合併市町村を対象と

したアンケート調査ならびにヒアリング調査により、

合併前後におけるバス運行状況の変更や公共施設の

統廃合の有無を明らかにするとともに、合併市町村

の今後の課題を明らかにしている。また、柿本・鶴

丸２６）は熊本県下の合併市町村を対象に生活交通対

策に関するアンケート調査と電話によるヒアリング

調査を実施し、現状における生活交通体系の実態と

熊本県独自の県単独補助制度改定の影響を明らかに

している。また一方、加藤博和３４）は東海３県（愛知

県、岐阜県、三重県）における合併市町村を対象に、

合併後の自治体運営バスの見直し状況をまとめてい

る。この中で、加藤は合併後の自治体運営バスの運

営方針を四つのタイプに類型化して、地域公共交通

が直面する課題を明らかにすることにより、地域公

共交通戦略の今後のあり方を論じている。

　いずれの研究も調査対象地域は限定されているが、

平成の大合併が進行してきた中で、地域生活交通の

抱える諸問題について、調査研究を行った先行研究

としては非常に重要な研究といえる。

　３．合併協議会を対象としたアンケート調査の

　　　概要

　３－１　対象とする合併協議会の選定基準

　本研究では、市町村合併前の段階において、地域

生活交通のあり方について、どのような合併協議が

行われているのか、明らかにすることを目的に、以

下の三つの条件を満たす「法定合併協議会」を対象

にアンケート調査を行った。
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Table 1　市町村合併に関する既存研究の整理

対象とする合併市町村の数
研究の内容

なし全国の
合併市町村

複数の
合併市町村

１合併
市町村

（１１）（１６）（１１）（１６）（１４）合併市町村の名称・
新庁舎の位置

（８）（１８）（１２）（６）（９）（１０）
（１５）（３５）

都市計画制度・
都市計画の変更など

（１７）（２０）（５）（２１）（２２）
（３１）

公共施設（学校・病院・
福祉等）の統廃合・
事業運営

（７）（１）（２３）財政問題

（２）（２４）

（１３）（２５）（２６）
（２７）（３０）（３２）
（３３）（３４）（３６）
（３７）（３８）

（２９）交通問題



①平成１６年１１月末において、協議中または、協議ず

みであること。

②平成１６年１１月末において、合併前であること。

③法廷合併協議会であること。なお、同一の市町村

を含む複数の合併協議会がある場合には、別の協

議会として考える。

　以上、三つの条件を満たす４９５の法廷合併協議会

（平成１７年１１月末）を対象として、アンケート調査を

実施した。なお、４９５の合併協議会には非常に多く

の市町村が参加しており、国土全体の全面積の約５

割（１８３，７００ｋｍ２）、全人口の約４割（４６，５６７，０００人）

を占めている。

　３－２　調査方法

　アンケート調査は、郵送調査法により実施した。

全国の法廷合併協議会の事務局に対し、アンケート

調査票を郵送し、後日、返信用封筒にて、郵送回収

するという方法により行った。配布ならびに回収の

状況は、Table 2のとおりであり、３３９の合併協議会

から回答を得た。ただし、表中の「回答なし」は、

合併協議会の「休止」、もしくは「解散」により回

答ができない旨の通知があったものを指す。

　３－３　調査期間ならびに調査内容

　アンケート調査は、平成１６年１２月２２日（水）に調査

票を発送し、平成１７年３月１５日（火）の消印を締切と

して郵送回収を行った。

　アンケート調査の内容は、大きく分けて次に示す

四つの項目であり、以下に大まかな質問項目と質問

内容を示す。

①新市町村の窓口業務の変更の有無に関する項目

　新庁舎の位置の変更を含め、窓口業務の変更計画

があるのかどうかについての設問である。

②交通関係の変更の有無に関する項目

　合併後の公共交通システムの変更計画の有無につ

いての設問である。コミュニティバス、スクールバ

ス、デマンドバス、路線バス等について、それぞれ

の運営の現状、合併後の運行計画等についての設問

である。

③公共施設の変更の有無に関する項目

　合併後の公共施設（保育園、幼稚園、小学校、中

学校、福祉関連施設、社会教育施設）の利用計画変

更の有無についての設問である。

④合併協議に関する情報伝達の方法についての項目

　合併協議会での決定事項を、どのような方法で住

民に伝えているかについての設問である。

　４．合併協議会参加市町村の地域生活交通の

　　　現状と合併後の計画

　４－１　路線バスについての概要

　合併前の運行状況（Fig.1）は、「合併する市町村の

一部を結ぶ形で路線バスを運行している」という協

議会が約５２％と最も多く、ついで「全域を結ぶ路線

バスを運行している」が約３０％となっている。合併

後については、「現状維持」と回答している協議会

が全体の約６８％あり、ほとんどが現行のまま運行す

る予定のようである。一部、「協議中」（５．６％）の

ところもあるようであるが、「未定」（１３％）、「その

他」（１１％）も見られる（Fig.2）。

　４－２　コミュニティバスについての概要

　合併前の運行状況（Fig.3）は、「合併する市町村の

Ｏｃｔ．，２００７ＩＡＴＳＳ　Ｒｅｖｉｅｗ　Ｖｏｌ．３２，Ｎｏ．３ （　　）２５

市町村合併前（市町村合併協議）における地域生活交通の立案動向と課題に関する調査分析 １８５

回収率枚数
－４９５配布枚数

６８．５％３３９回答あり
回収状況 ４．４％２２回答なし

７２．９％３６１計

Table 2　アンケート調査票の配布・回収状況

全域を結ぶ 
路線バスを運行 

29.8％ 

一部を結ぶ形で 
路線バスを運行 

52.2％ 

運行されて 
いない 
4.7％ 

合併地域外の 
地区間で運行 
6.5％ その他 

5.3％ 

無回答 
1.5％ 

n=339

Fig. 1　合併前の路線バスの運行状況

現状維持 
67.8％ 

未定 
13.0％ 

その他 
10.6％ 

合併地域内 
策定で協議中 
5.6％ 

合併地区内を結ぶ 
路線を開設 
0.9％ 

無回答 
2.1％ 

n=339

Fig. 2　合併後における路線バスの運行計画



一部地域が運営している」という協議会が約４９％と

最も多く、ついで「運営していない」が約３２％とな

っている。合併後については、「現状維持後変更」

が約４１％と最も多く、ついで「現状維持」（約４０％）と

なっている。地域内を巡回するコミュニティバスに

ついても現状維持する、あるいは当面は現状を維持

し、合併後に見直しをして変更する、としている自

治体が多いようである。

　４－３　デマンドバスについての概要

　合併前の運行状況（Fig.4）は、「一部が運営」が約

４１％と最も多く、ついで「運営していない」約４０％

となっている。合併後については、「現状維持」が

約４２％と最も多く、ついで「未定」が約２９％となっ

ている。

　以上より、上記三つの交通システムについてみた

ところ、合併後は大半の協議会で「現状維持」とな

っており、具体的な協議が進んでいない状況がうか

がえる。すなわち、この結果からも合併協議におい

て、新市町の「名称」や新庁舎の位置、あるいは議

会議員の定数、財政問題などの議論が先に行われ、

生活に密着するはずの地域生活交通の問題は、後回

しになっている協議会が多いことが明らかとなった。

　５．合併市町村の特性別にみた合併後における

　　　公共交通計画の立案動向

　法定合併協議会に参加している市町村はさまざま

であり、その形態も異なっている。ここでは合併市

町村の特性（合併市町村数、合併形態など）によって、

合併後の公共交通計画の立案動向に、どのような影

響を及ぼしているのか、明らかにすることを目的に、

以下のような分析を行った。

　５－１　合併する市町村数との関係

　合併する市町村の数は２～３から多いものは８以

上のものまでさまざまであり、合併市町村数が何ら

かの形で、合併後の公共交通計画に影響しているも

国際交通安全学会誌　Ｖｏｌ．３２，Ｎｏ．３ 平成１９年１０月（　　）２６
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Fig. 3　合併前のコミュニティバスの運行状況

Fig. 4　合併前のデマンドバスの運行状況
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Fig. 5　合併市町村数別にみた路線バスの運行計画
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Fig. 6　合併市町村数別にみたコミュニティバスの運行計画
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のと考えられる。そこで、合併市町村の数との関係

をFig.5～Fig.7に示す。

　これらの図からも明らかなように、路線バスにつ

いては、合併予定の市町村の数と合併後の路線バス

の運行計画には、ほとんど関係は見られず、「現状

維持」とするところが多い。しかし、コミュニティ

バスならびにデマンドバスについては、合併予定の

市町村数が多いほど「現状維持」と考えている協議

会が多く、合併市町村数が少なければ「現状維持の

後で変更」（コミュニティバス）、あるいは「未定」

（デマンドバス）としている協議会が多いことがわか

る。

　一般に、大都市以外の路線バスの運行は民間のバ

ス会社による場合がほとんどであり、直接、合併市町

村が運行計画を見直したりすることは少ないが、コ

ミュニティバスやデマンドバスは市町村が運行（あ

るいは、運行委託）している場合が多く、運行計画

の維持、見直し（変更）に対して、主体的に関与でき

るからであろう。

　なお、合併対象市町村の数が多いほど、「現状維

持」が多く、「現状維持後変更（合併後見直し）」が

少ないのは、やはり市町村数が多いとその中での調

整に時間がかかり、合併協議の中ではまとまらない

可能性が大きいためであろうと考えられる。

　５－２　合併形態との関係

　市町村合併を合併の形態で大きく分類すると「新

設（対等）」合併と「編入（吸収）」合併に分類するこ

とができる。そこで、合併の形態別に合併後の公共

交通計画について分析する。

　Fig.8、9にあるように、合併の形態別に合併後に

おける路線バスとコミュニティバスの運行計画をみ

るとそれほど大きな違いは見られないが、編入合併

（吸収合併）の方が多少、「現状維持」の傾向が強く、

新設合併（対等合併）では、合併後に計画を見直し、

変更する予定にあることがうかがえる。

　６．合併市町村の特性別にみた合併後における行

政サービスの変更計画の有無

　今回の市町村合併の主な目的は、前述のように各

自治体の行政サービスの効率化と経費削減にあると

いえる。したがって、合併後に合併市町村の行政サ

ービス（窓口業務、学校施設、福祉関連施設、社会

教育施設）がどのように変更されるのか、また、変

更するような計画が協議されているのか、という点

が非常に重要なことである。ここでは合併市町村の

合併後における行政サービスの変更計画の有無を明

らかにし、地域生活交通との関連性を考察する。

　６－１　合併する市町村数との関係

　合併後における窓口業務の変更と合併市町村数と

の関係を示したのが、Fig.10である。ここで窓口業

務の変更内容は各合併市町村の状況によりさまざま

であり、窓口業務部署を統廃合して、旧庁舎すべて

に窓口担当部署を新たに配置する自治体もあれば、

本庁舎（首長、総務部）、分庁舎方式（例えば、土木・

観光関係部と福祉・教育関係部に分割し、役割分担

する計画の自治体、あるいは産業・建設関係部、企

Ｏｃｔ．，２００７ＩＡＴＳＳ　Ｒｅｖｉｅｗ　Ｖｏｌ．３２，Ｎｏ．３ （　　）２７

市町村合併前（市町村合併協議）における地域生活交通の立案動向と課題に関する調査分析 １８７
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Fig. 10　合併市町村数別にみた窓口業務の変更の有無



業局、教育委員会と民生関係部、議会事務局、公社

事務局に役割分担する計画の自治体など）として、

旧の役場の機能を分割・統合する自治体も見られる。

もちろん一般住民への行政サービス（「住民票」

「諸証明書」の発行や各種申請手続きなど）の低下を

招かないように配慮してあるが、専門的な内容につ

いての質問をする必要がある場合には、それぞれの

専門担当部署まで行く必要があり、そこまでの生活

の足の確保が課題になると予想される。

　今回の調査では合併する市町村数が多いほど（多

くの周辺市町村を吸収合併する編入合併の場合）、

窓口業務の「変更なし」とするところが多く、行政

サービスとしての窓口業務は当面、旧役場を「○○

行政センター」として残し、「変更なし」とすると

ころが多いようである。しかし、合併市町村数が少

ないところでは、約３割弱の自治体で窓口業務の変

更を予定しており、地域住民にとっては、新設され

た窓口担当部署や統廃合された専門の担当部署まで

の交通を如何に確保するかが大きな課題といえる。

つまり、地域生活交通の問題は非常に重要な課題で

あり、そういう点で５－１で示したようにコミュニ

ティバスの計画変更（見直し）問題が重要となる。

　なお、幼稚園・保育園・小中学校等の施設につい

ては、合併後も「変更なし」とする協議会が多く、

合併市町村の数との関係もあまり見られないようで

ある。また、福祉関連施設や社会教育施設について

も合併市町村数との関係は顕著ではないが、多少、

合併市町村の数が多いほど、施設数は現状維持のま

ま旧市町村の枠を超えて利用可能にするところが多

い傾向にある（特に、社会教育施設においてその傾

向が強い）ようである（Fig.11、12）。

　７．まとめと今後の課題

　本研究では、合併前の法定合併協議会に対するア

ンケート調査の結果をもとに、合併後の公共交通シ

ステムのあり方について、合併協議が行われている

かどうかの分析を行った。その結果、具体的な議論

をしている協議会は少なく、ほとんどの場合、「現

状維持」もしくは「現状維持後に変更予定」として

いる協議会が多いということが明らかとなった。そ

して、「現状維持」か「現状維持後に変更」か、あ

るいは「協議中」かなど、その具体的な内容につい

ては、合併する市町村の数や合併形態によって異な

っており、「コミュニティバス」ならびに「デマン

ドバス」の運行計画については、合併する市町村数

が多いほど、現状維持の傾向が強く、「路線バス」

については、ほとんど変わらないことが明らかとな

った。

　また、行政の窓口業務の変更の有無についても、

合併市町村の数が多いほど「現状維持」が多く、

「変更あり」「未定」が少ない傾向にあることが明ら

かとなった。しかし、福祉施設や社会教育施設につ

いては「施設数は現状維持としながら、旧行政の枠

を超えて利用を可」としている自治体が多い傾向に

ある。したがって、合併により広域化する地域を一

体化する何らかの手立てが必要不可欠であり、その

ような意味からも、地域生活交通の確保と維持が当

面の大きな課題といえる。

　今後の研究課題としては、合併前に「合併後の交

通システムについて協議している」という協議会を

抽出し、それらの自治体の実態（合併後の状況）を再

度調査し、分析することが必要である。

　なお、本研究は、�北陸経済調査会・平成１６年度

国際交通安全学会誌　Ｖｏｌ．３２，Ｎｏ．３ 平成１９年１０月（　　）２８

高山純一、宮崎耕輔、中山晶一朗１８８

0

61.5

59.3

66.6

62.6 23.2 7.4 6.8

21.0 8.6

3.8

24.2 6.6 9.9

24.3 7.17.1

3 
（n=91） 

2 
（n=140） 

4以上 
（n=105） 

計 
（n=336） 

20 40 60 80 100
％ 

運営数も枠も現状維持 運営数は現状維持、枠を越えて利用可能 未定 その他 

合
併
市
町
村
数
 

注）無回答をのぞく。
Fig. 11　合併市町村数別にみた福祉施設の変更の有無
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Fig. 12　合併市町村数別にみた社会教育施設の変更の有無



受託調査研究として行われた研究成果の一部である。
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